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空家化の予防
の主な取組状況

第３期 横浜市空家等対策計画

資料1-1



2

主な対象 施策 取組実績と今後の予定

居住中の
一戸建
628,100戸

(R5年住宅・
土地統計調
査)

１ 持ち家をもつ高齢

者世帯とその子世代に
向けたプロモーション

・空き家にしない「わが家」の終活ノートの地域ケアプラザ等での配架・配布（R6.8～）【P3】

・〝住まいの終活〟を啓発するサイトの作成・公開（R7.1～）【P4】

・広報よこはま区版での空家化の予防等の啓発（R6：10区で実施）【P5】

２ ワンストップで継

続的な支援ができる
相談体制の強化

・空家の総合案内窓口の運営（相談実績 R6：167件、R7.7末時点：57件）【P6】

・空家等の相談体制の強化方針の策定（R6）、方針を踏まえた強化の実施（R7～）【P7、資料2】

３ 福祉部局や地域ケ

アプラザ等との連携
強化

・地域ケアプラザでの住まいと空家に関する出張講座の開催（R6：5か所、R7：7か所）【P8、9】

・「高齢者福祉保健事業のあんない」に空家の総合案内窓口の情報掲載（R6.4～）【P10】

・介護サービス事業者ガイドブック「ハートページ」に住まいの終活を促す情報を掲載（R6.5

～）【P11】

４ 地域ごとの課題や

特性を踏まえた予防
対策

・空家無料相談会開催（R6：南区、金沢区、栄区（区独自）、R7：市庁舎、南区、栄区（区独

自））【P12、13】

・区役所と地元企業が空家対策に係る連携協定を締結（R5：旭区、神奈川区、R6：南区）【P14】

・データ分析による地域の特性や課題を踏まえた空家対策の検討（R6：方法検討、R7：分析と対

策の検討）【P15、16】

第３期 横浜市空家等対策計画（空家化の予防）

これまでの取組実績と今後の予定



公共施設（182か所）での配架
 区役所
 地域ケアプラザ
 老人福祉センター
 高齢者施設・住まいの相談センター

空家等対策イベント・講座等での配布
 空家無料相談会
 住まいと空家に関する出張講座

１ 持ち家を持つ高齢者世帯とその子世代に向けたプロモーション

空き家にしない「わが家」の終活ノートの配架・配布
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 令和７年２月改訂版の増刷（2,000部）
 公共施設での配架 イベントでの配布を継続

令和７年度の取組

▲神奈川県居住支援協議会発行
空き家にしない「わが家」の終活ノート

R6年度
3000部



〝住まいの終活〟を啓発するサイトの作成・公開

１ 持ち家を持つ高齢者世帯とその子世代に向けたプロモーション
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市のホームページ内に住まいの終活のメリットや住まいの終活として取り組むべき行動等を掲
載した住まいの終活サイトを作成し、令和７年１月から公開開始。
市ホームページ掲載内容

【アクセス数】
  Ｒ6年度（1月～3月末）：393件
  Ｒ7年度7月末   ：731件



６年度は、下記の10区が、空家化の予防や空家の適切な管理等を啓発する情報を広報よこはま
区版に掲載。

 磯子区（４月）
 栄区（６月）
 神奈川区（７月）
 中区（７月、12月）
 南区（８月）
 港北区（８月）
 青葉区（８月）
 鶴見区（12月）
 金沢区（12月）
 瀬谷区（３月）

▲青葉区版（８月号）▲南区版（８月号）

１ 持ち家を持つ高齢者世帯とその子世代に向けたプロモーション

広報よこはま区版での空家化の予防等の啓発

5

掲載区
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２ ワンストップで継続的な支援ができる相談体制の強化

空家の総合案内窓口の運営

Ｒ6年度（相談件数135件→相談内容167件）
Ｒ5年度（相談件数160件→相談内容223件）

相談内容の内訳(令和７年７月末）

不
動
産

売買 8件

相

続

相続登記 1件

賃貸（貸す） 7件 後見人 0件

賃借（借りる） 0件 税金 0件

借地 0件 行政手続き 1件

境界 0件 家財整理 0件

紛争 0件 解体 0件

所有者調査 0件 その他（相続全
般） 1件

税金 0件

管

理

樹木剪定 2件

表題登記 1件 維持管理 1件

解体 0件 賃貸（貸す） 0件

リフォーム 0件 家財整理・処分 1件

その他（不動産
全般） 0件 その他（活用全

般） 0件

管

理

その他（管理
全般） 2件

その他（不動
産全般） 0件

建

築

建替え 1件

リフォーム 2件

解体 8件

建築基準法 0件

相続登記 0件

耐震診断 0件

状況調査・評
価 0件

その他（建築
全般） 0件

その他（相続
全般） 0件

地
域
活
用

空家マッチン
グ（所有者
側）

11件

空家マッチン
グ（活動団体
側・その他）

0件

その他（活用
全般） 3件

管
理
不
全

建物 3件

火災 1件

衛生害虫 0件

樹木繁茂 3件

ごみ 0件

※相談内容が複数項目に
わたる場合もあるため、
項目毎に集計を行って
います。 

16件

3件

14件
6件

11件

7件不動産

相続

地域活用

管理

建築

管理不全

57
件

【参考】相談内容の内訳(R６年度)

65件

14件28件

17件

29件

14件不動産

相続

地域活用

管理

建築

管理不全

167
件



６年度に空家等対策協議会で協議し「空家等の相談体制の強化方針」を策定。方針に基づき
ワンストップ・伴走支援型の相談窓口を運営する民間事業者等の公募手続きを実施中。
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２ ワンストップで継続的な支援ができる相談体制の強化

空家等の相談体制の強化方針の策定

▲ワンストップ・伴走支援型の相談窓口の対応フロー



開催日 所在 会場 講師 参加者

8月22日 金沢区 西柴地域ケアプラザ 神奈川県司法書士会 15名

9月26日 青葉区 さつきが丘地域ケアプラザ 神奈川県土地家屋調査士会 19名

10月29日 緑区 長津田地域ケアプラザ 神奈川県行政書士会 11名

11月12日 港南区 芹が谷地域ケアプラザ 神奈川県司法書士会 35名

2月14日 南区 別所地域ケアプラザ 神奈川県行政書士会 25名
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３ 福祉部局や地域ケアプラザ等との連携強化

地域ケアプラザでの住まいと空家に関する出張講座の開催（６年度実績）
６年度は、下記の５つのケアプラザから申し込みがあり、「『わが家』の終活ノートの書き方
講座」を開催。延べ100名以上が参加。

▲芹が谷CP開催の様子

▲別所CP開催の様子
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３ 福祉部局や地域ケアプラザ等との連携強化

地域ケアプラザでの住まいと空家に関する出張講座の開催（７年度予定）
７年度は、これまでの「『わが家』の終活ノートの書き方講座」に加え、「税理士による空家
化予防講座」を新設。７つのケアプラザからの申し込みがあり講座開催を予定。

「わが家」の終活ノートの書き方講座

開催日 所在 会場 講師

10月27日 戸塚区 深谷俣野地域ケアプラザ 神奈川県行政書士会

11月10日 青葉区 荏田地域ケアプラザ 神奈川県司法書士会

11月26日 緑区 中山地域ケアプラザ 神奈川県行政書士会

12月2日 港南区 日限山地域ケアプラザ 神奈川県司法書士会

2月16日 港北区 日吉地区センター（申込者：日吉本町地域ケアプラザ） 神奈川県行政書士会

税理士による空家化予防講座「相続と成年後見制度」

開催日 所在 会場 講師

９月25日 港北区 下田地域ケアプラザ 東京地方税理士会

10月29日 金沢区 西金沢地域ケアプラザ 東京地方税理士会

新規開設
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３ 福祉部局や地域ケアプラザ等との連携強化

「高齢者福祉保健事業のあんない」に空家の総合案内窓口の情報掲載

市のホームページで公開されている「高齢者福祉保健事業のあんない」に、６年度から空家
の総合案内窓口の情報を掲載開始

▲ 「高齢者福祉保健事業のあんない」掲載内容



６年度から、本市の介護保険総合案内パンフレット「ハー
トページ」に、住まいの終活の啓発や空家の相談窓口に関
する情報の掲載を開始
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３ 福祉部局や地域ケアプラザ等との連携強化

ハートページへの情報掲載

▲「ハートページ」掲載内容



南区 金沢区 栄区（区独自開催）
日
程 10月21日 １月16日 ８月３日 12月13日
会
場 南区役所 金沢区役所 SAKAESTA SAKAESTA

プ
ロ
グ
ラ
ム

 セミナー
・終活ノートの活用
・相続登記の義務化
・住宅に出没する有害生物
・不動産の管理と流通
 個別相談

 セミナー
・空家と相続対策
・相続不動産の売却と賃貸
・住まいの管理と空家の危険化防止
・空家の売却を検討する際の土地建
物の概算方法
 個別相談

 セミナー
「空家にしない『わが
家』の終活ノート」を
使ったワークショップ
 個別相談

 セミナー
「空家にしない『わが
家』の終活ノート」を
使ったワークショップ
 個別相談

参
加
者

 セミナー 66名（延べ）

 個別相談 26名（23組）
 セミナー 75名（延べ）

 個別相談 24名（20組）
 セミナー 13名（延べ）

 個別相談 ７名
 セミナー 10名（延べ）

 個別相談 ５名
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４ 地域ごとの課題や特性を踏まえた予防対策

空家の無料相談会等の開催（６年度実績）
６年度は、協定を締結している専門家団体の協力のもと、空家の無料相談会を南区・金沢区
で開催、また栄区は独自に２回の無料相談会を開催



空家無料相談会 栄区（区独自開催）
日
程 10月23日 １月 ８月１日 未定
会
場 市庁舎 南区役所 SAKAESTA SAKAESTA

プ
ロ
グ
ラ
ム

 管理から相続、利活用にわたる複合的な空家のお悩
みを解決するため、相談者１組に対し、３名の専門
家が同時に相談に対応する個別相談

 セミナー
「空家にしない『わが家』の終活ノート」を使ったワーク
ショップ
 個別相談
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４ 地域ごとの課題や特性を踏まえた予防対策

空家の無料相談会等の開催（７年度予定）
７年度は、協定を締結している専門家団体の協力のもと、空家の無料相談会を市庁舎・南区役
所で開催予定、また栄区は独自で２回の無料相談会を開催予定
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４ 地域ごとの課題や特性を踏まえた予防対策

区役所と地元企業が空家対策に係る連携協定を締結

旭区 神奈川区 南区
締結日 令和５年12月13日 令和6年１月31日 令和6年11月29日
有効期間 令和８年３月31日 令和９年3月31日 令和8年3月31日
相手 三井住友信託銀行㈱二俣川支店 スタートライン㈱ ㈲マックホーム

対象地区 旭区全域（当初は２連合に限定） 神奈川区全域（当初は地区を限定） 南区西部地区

主な連携
内容

【市】
自治会町内会へ連携内容の周知

【自治会町内会】
空家の物件情報を三井住友に提供

【三井住友信託銀行】
所有者調査のうえ、空家等の状況、
市補助制度、提供できる支援の案内
を空家所有者に送付

【市】
本取組の周知

【スタートライン】
・土地、建物の処分等にお困りの方に
対する無料の相談・支援の実施

・相談会、セミナーなどにおける講演
や相談の対応

・本取組の周知

【市】
本取組の周知

【マックホーム】
・空家の活用や処分に関する無料の相
談・支援の実施

・相談会・セミナーなどにおける講演
や相談の対応

・本取組の周知

区役所と地元企業が連携協定を締結し、地域の特性に応じた空家化の予防や空家の流通・活
用、空家の適切な管理に向けた取組を連携して実施
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４ 地域ごとの課題や特性を踏まえた予防対策

データ分析等による効果的な対策の検討
６年度は、都心部、郊外部の各モデルとして南区、栄区を選定し、データ分析等による効果的
な対策の検討方法を立案。７年度は、当該方法に基づき、データ分析を行い対策を検討。

１ 郊外部の駅周辺スプロール市街地における
空家等対策の検討

２ 郊外部の戸建住宅団地における空家等対策の検討

分析範囲 郊外部の駅徒歩圏 かつ 道路基盤不良エリア 郊外部の駅徒歩圏外 かつ 道路基盤良エリア

分析内容

①データ分析
・空家の分布状況の把握（水道メーターデータ、管理不足空家
データベース、特定空家に認定された空家）

②モデル地区での即地的な調査・分析
・把握した空家が実際に空家かどうかの確認
・空家の概要（敷地面積・形状、建築年次、接道状況等）
・地区内の戸建住宅の販売状況、賃料の状況
・居住世帯の状況（年齢構成、世帯構成、人口増減等）
・生活利便機能の立地状況 等

①データ分析
・高齢者のみ世帯の割合、高齢者人口割合、老年化指数等
・建物の建築年次
②モデル地区での即地的な調査・分析
・空家の分布
・居住者の状況（世帯構成、年齢構成、人口増減等）
・地区計画や建築協定等、建築ルールの設定状況
・地区内の戸建住宅の販売状況、賃料の状況
・生活利便機能の立地状況 等

対策の検討 戦略的、効果的な空家の流通・活用促進策の検討 ・戦略的、効果的な空家化・管理不足空家化の予防施策の検討
・戦略的、効果的な空家の流通・活用促進策の検討
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